




家電 3 社の 2013 年度業績が 2014 年 4 月～ 5
月に、2014 年度業績予測が 2015 年 2 月に発表
された。表 1 に 3 社の売上高、営業利益、経常




＜CMPS年報第7号・原稿＞               2014年1月8日(木)宇都宮大学 国際学部附属 










 家電 3 社の 2013 年度業績が 2014 年 4
月～5 月に、2014 年度業績予測が 2015




シャープは 2014 年度に赤字転落した。 
 
2010 2011 2012 2013 2014
始 10年4月 11年4月 12年4月 13年4月 14年4月
終 11年3月 12年3月 13年3月 14年3月 15年3月
売上高 8,693 7,946 7,303 7,737 7,750
営業利益 305 43 161 305 350
経常利益 179 ▲812 ▲398 206 160
純利益 74 ▲813 ▲754 120 175
ソ 売上高 7,181 6,493 6,801 7,767 8,000
ニ 営業利益 200 ▲67 230 26 20ー
経常利益 205 ▲83 245 26 ▲5
純利益 ▲260 ▲457 43 ▲128 ▲170
シ 売上高 3,022 2,456 2,479 2,927 2,900
ヤ 営業利益 79 ▲38 ▲146 108 50ー
経常利益 59 ▲65 ▲206 5 ▲20








　時間は少し遡るが、2011 年 11 月 3 日の朝日
新聞に電機大手 8 社の 11 年 9 月の中間決算の




























は、IT バブル崩壊の影響で 2001 年に 26 億ユー




























































































                                                  
2 倉本 由香利（2012）「テレビ事業を売却してグロ
ーバル成長を遂げた GE の決断」『グローバル化論』、
HP:“My Life After MIT Sloan”より（2012.6.17.） 
2001年 2010年 2013年
医療機器 16% 34% 42%
照明機器 17% 30% 37%
家電 44% 36% 20%
半導体 14% - -
部品 9% - -








































































































た。ジャック ･ ウェルチが RCA 売却の決断を
することで、グローバル化の足がかりを得られ
たことについて述べる。































































図 1 カラーTV の米国市場シェア推移 1 白黒、カラーテレビを開発、普及させたRCAがシェアの42％を占めていた
2 主に、蘭フィリップスによるシェア
3 GEが所有していたRCAを仏トムソンに売却する前のシェアとして、RCAのシェアをアメリカとして計算









































































































　連結の海外売上比率を表 3 に示す。2013 年































 一方、日経ビジネス 2014 年 3 月 3 日
号では、特集「その社長は世界で戦える











ていないのが、家電 3 社のダメになった 









（2）GE の海外ビジネスは 6 割をこえる 










































                                                  
4 デビッド・マギー（2009）『ジェフ・イメルト:GE
の変わり続ける経営』英治出版、pp.196-197. 










































ついても 2008 年に撤退した。」 








（1）家電 3 社の海外売上比率は 50％以
上 








1996 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
売上高 6,948 9,069 7,766 7,417 8,693 7,846 7,030 7,737
国内 4,668 4,545 4,082 3,994 4,514 4,162 3,790 3,898
海外 2,281 4,178 4,179 4,178 4,178 3,684 3,513 3,839
海外比率 32.8% 46.1% 53.8% 56.3% 48.1% 47.0% 50.0% 49.6%
ソ 売上高 3,991 7,315 7,578 7,474 7,496 7,160 7,475 8,296 8,871 7,730 7,214 7,181 6,493 6,801 7,767
ニ 国内 1,479 2,401 2,248 2,094 2,221 2,101 2,169 2,128 2,056 1,873 2,099 2152 2,104 1,065 2,199ー
海外 2512 4,914 5,330 5,380 5,275 5,059 5,306 6,168 6,815 5,857 5,115 5,029 4,389 5,736 5,568
海外比率 62.9% 67.2% 70.3% 72.0% 70.4% 70.7% 71.0% 74.3% 76.8% 75.8% 70.9% 70.0% 67.6% 84.3% 71.7%
シ 売上高 1,619 2,013 1,804 2,003 2,257 2,540 2,797 3,128 3,418 2,847 2,755 3,021 2,456 2,479 2,927
ヤ 国内 958 1,150 984 1,057 1,144 1,330 1,397 1,527 1,591 1,302 1,429 1593 1,181 1,007 1,150ー
海外 790 863 820 946 1,114 1,210 1,400 1,601 1,827 1,545 1,327 1,428 1,275 1,472 1,777





















































































































家電 3 社ともに日産と同じであった。家電 3 社
の海外売上が 50％を超え、生産ベースではもっ
と高いにもかかわらずグローバルな経営になっ
































































　筆者も 2004 年～ 2013 年の 10 年間に約 40 回
訪馬し、電機電子を中心に延べ 1500 社を訪問
した。面談したのは延べ 2000 人で、その内、
約 1000 人が社長である。社長 1000 人のうち、
エース級の社長は 10 人一人位であった。ある
研修会社の Y 社長は「エースは 10 人に 1 人も




























































うとした。ところが 2000 年に入って、3 社の
























　筆者が 2003 年～ 2013 年のマレーシアでの調




























































































































































称して勤続年数 10 年以上で、58 歳以下の全社
員を対象にした人員削減策を実施。2001 年 9










































































　イメルト（2001 年～現在、GE の CEO）は、
1987 年までに、ウェルチ（1981 ～ 2001 年、GE
の CEO）と人事部が将来のリーダーとして注目


























































































































































































へと社名を統一した今回も内外で 1 万 5000 人
規模のリストラを行った。松下に入社後、1967
































































































































































































































　表 4 に家電 3 社（パナ、ソニー、シャープ）
と重電 3 社（日立、東芝、三菱）の社長就任年
齢を示す。家電 3 社の平均は 55.3 歳、この年
齢は日本企業の中で若い方だと言える。一方重
電 3 社は 61.0 歳である。何れにせよ GE の 45
～ 46 歳に比べて高齢である。
　帝国データバンクの調査（「全国社長分析



















































































                                                  
20 真壁 昭夫（2013）『前掲書』pp.120-121. 
るかどうかが問われているのである。」21 
 表 4 に家電 3 社（パナ、ソニー、シャ
ープ）と重電 3 （日立、東芝、三菱）
の 長就任年齢を示す。家電 3 社の平均
は 55.3 歳、この年齢は日本企業の中で若
い方だと言える。一方重電 3 社は 61.0






















                                                  
21 戸部 良一他（2011）『失敗の本質:日本軍の組織論
的研究』中公文庫、p.400. 
会社名 社長 社長 就任 生年月日 社長在任
就任 年齢
GE ジャック・ウエルチ 1981 46歳 1935.11.19 1981-2001
GE ジェフリー・イメルト 2001.9 45歳 1956.2.19 2001-
日立 東原 敏明 2014.4 59歳 1955.2.16 2014-
東芝 田中 久雄 2013.6 62歳 1950.12.20 2013-
三菱 柵山 正樹 2014.4 62歳 1952.3.17 2014-
パナ 津賀 一宏 2012.6 56歳 1956.114 2012-
ソニー 平井　一夫 2012.4 51歳 1960.12.22 2012-


















に分析している 23。「日本経済が 1990 年代のバ
ブル経済の崩壊で活力を失うと、日本経営礼賛
論は影をひそめた。ハーバード・ビジネス・レ




グローバル 500』リストに 141 社の日本企業が
ランク入りし、売上高合計は全体の 32.5％を占
めていたが、2010 年にランク入りした企業数
































　日本では 1970 年から 95 年にかけ、FDI（外
資体内直接投資）は GDP（国内総生産）のマ









2000 年 4 月～ 2003 年 7 月の 3 年余、在マレー
シアの日系 R&D 企業に責任者として赴任した。
そこでは 160 人のローカル技術者と 40 人が働
いていた。その 3 年間とその後の 10 年の調査
で解ったことは、①外資系 R&D の入社 5 年目





























































　2013 年の大学卒業者の進路を 2013 年 8 月 7 日付
の日本経済新聞 Web 刊が「今春の大卒、非正規雇



































 2013 年の大学卒業者の進路を 2013 年
8 月 7 日付の日本経済新聞 Web 刊が「今
春の大卒、非正規雇用が 3 万 9000 人、
ニート 3 万人 文科省調べ」と報じてい




は 20.7％、進学等 14.6％、不詳 1.5％で
ある。このうち内定を得られないまま卒
業し、就職活動や進学準備をしている人









を 3 人置いた、キャノンも今年 3 月に導
入した。両社ともにそれまではゼロであ
った。全くグローバルスタンダードから
図 3 2013 年大学卒業者の進路 
日 本 アメリカ イギリス ドイツ フランス
○委員会等設置会社と従来型 ○上場企業の取締役会の過半 ○取締役会の過半数は社外取 ○監督役会と監督役会が選任 ○取締役会と監督役会を分離
取締役会との選択制。 数は社外取締役。 締役であることを要求。 する執行役会を分離（二層 した二層制と取締役会のみ
○委員会等設置会社の場合、 ○メンバー全員が社外取締役 ○メンバー全員が社外取締役 制）。 の一層制の選択制。
２名以上の社外取締役、か で構成される監査委員会の で構成される監査委員会の ○一定規模以上の会社では、 ○社外取締役を取締役の３分
つ３つの委員会（監査、指 設置を義務付け。 設置を要求。 監督役会は社外から選任さ の２以上とすることを義務
名、報酬）では過半の社外 ○メンバー全員が社外取締役 ○メンバー全員が社外取締役 れる株主代表と従業員から 付け。
取締役。 で構成される指名委員会、 で構成される報酬委員会、 選任される従業員代表を半 ○「独立」社外取締役を取締




○自社及び子会社の社員でな ○株主、取引先など当該企業 ○ほぼ同左 ○執行役と監督役のメンバー ○独立性の要件としては、








































 　日本の社外取締役の導入状況を図 4 に示す。
















































































 表 6 に電機電子大手の委員会設置会社
を示す。東証 1



















出所：日経ビジネス 2014 年 5 月 26 日号
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す。東証 1 部 44
社、2 部 3 社、
他 10 社 の 計 57
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出所：日経ビジネス 2014 年 5 月 26 日号
図 4 社外取締役の導入状況 
社名 上場部場 上場年
ソニー 東証1部 2003
東芝 東証1部 2003
日立 東証1部 2003
三菱 東証1部 2003
出所：日本取締役協会
　　　委員会設置会社
表6　電機電子大手
